
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

・教育条件の維持向上により、私立高等学校（全日制）の入学者定員充足率を93.8%以上、進路希望達成率を92%以上とする。
・私立学校における保護者等の学費負担の軽減を図り、高等学校においては３月末の授業料滞納率を0.24％以下とすることを目指す。
・私立幼稚園における子育て支援や特別支援教育の取組を促進する。（子育て支援事業実施率95%以上）
・私立専修学校において卒業生の就職率を91％以上とする。

1,833,508 1,963,612

学校法人立以外の私立幼稚園に対し、教育活動事業経費
を補助する。対象園３、園児数86人

3,073 1,487 2,937

6,462 52,144

31,033 36,984 7

合計 8,593,336 8,231,931 8,532,584

・私立学校における教育条件の維持向上を図る。
・私立学校における保護者の学費負担を軽減しつつ、私立学校の経営健全化を図る。
・学費負担が困難な生徒の教育を受ける機会の拡大を図る。
・私立学校教職員の待遇改善を図り、優秀な教職員を確保する。

・生徒（児童・園児）1人当たりの納付金は大幅な増加の抑制を図ることができ、保護者負担の軽減につながっている。
・厳しい経済情勢の中にあって、高等学校の定員充足率及び進路希望達成率は90%以上を維持している。
・授業料の滞納状況について、就学支援金及び授業料等軽減事業の充実により滞納率は減少している。
・私立幼稚園における子育て支援事業等の取組により、就園率は上昇傾向にある。
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国庫補助を有効活用しながら実施することが効果的である。
　私立学校振興助成法、学校法人補助金交付要綱、私立外国人学校補助金交付要綱、私立高等学校授業料等軽
減事業補助金交付要綱、高等学校等就学支援金の支給に関する法律、私立高等学校等就学支援金交付要綱
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県民との協働による実施： 実施は困難

２．私立高等学校授業料等軽減事
業補助金
私立高等学校等就学支援事業交
付金
私立高等学校等奨学のための給付
金

補助金・
交付金

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26事業実績
H26 H27

（当初） （決算） （当初）

１．私立学校教育振興費補助金
補助金・
交付金

学校法人が設置する私立学校の経常経費に対して補助す
る。高等学校17、中等教育学校１、中学校7、小学校4、幼稚
園102、専修学校26、外国人学校1

6,076,187 6,053,273 5,829,516

８．その他事務費 直接
H27年度は私立専門学校生に対する経済的支援事業（新
規事業）含む

7,003

授業料等軽減事業補助金　授業料軽減対象者　2,249人、
入学金軽減対象者1,634人（対象要件、補助単価等の拡
充）
私立高等学校等就学支援金　一律分対象者11,751人、2.5
倍加算分対象者524人、2倍加算分対象者1,289人、1.5倍
加算対象者1,706人

2,158,378

27年度

0 0

当初予算 7,888,344

補正予算 -2,904 47,671 -333,826 

概　算
人件費

6.00 6.00 6.00 6.00

49,548

7,871,757 8,135,921 8,231,931

49,548

今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

高等学校等就学支援金制度改正を受け、当県の補助事業の制度改正を行ったほか、私立専門学校生に対する経済的支援事業を立ち上げるなどの
充実を図ったところであり、これら制度を的確に運用し　引き続き私立学校の振興に努めていく。

目標に対
する成果
の状況

・私立高等学校（全日制）の定員充足率は,目標である93.8%以上を維持した。
・生徒一人あたりの納付金については、微増となっているが、大幅な増加の抑制を図りつつ私立学校の経営の健全化に資することができた。

 概算事業費（B（A）+C） 7,921,305 8,185,469 8,281,479 8,582,132

49,548 49,548

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度

Aの
財源

8,160,851 8,259,510

予
算
額

前年度繰越 0

2,673,914 2,738,206 2,665,212 2,899,825

0 0 0

5,161,043 5,306,171 5,483,068 5,575,124

8,113,180 8,593,336 8,532,584

0

合計（A) 7,885,440 8,532,584

３．県私学教育協会退職資金給付
事業補助金
日本私立学校振興・共済事業団補
助金

補助金・
交付金

退職資金給付事業補助金
　　対象者数2,244人　補助率　27/1,000
日本私立学校振興・共済事業団補助金
　　加入者数2,601人、補助率　8/1,000

284,556 278,106 303,020

４．安心こども基金事業
補助金・
交付金

認定こども園及び私立幼稚園等の教育環境整備により、子
どもを安心して育てることができる体制を確保する。緊急環
境整備 46園
H27年度は私立幼稚園等施設型給付費負担金・補助金（新
規事業）含む

31,000 20,068 379,231

５．私学振興専門員の設置 直接
私立幼稚園に関する専門的事項の指導を行い教員研修の
充実を図る。幼稚園訪問回数約50回

2,106 2,043 2,117

50,483 116,474 111,230 57,635

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

６．その他補助金
補助金・
交付金

７．積立金 直接
安心こども基金、高校生修学支援基金積立による利子収入
等

26年度

学校法人立認定こども園
設置数

私立幼稚園における環境
整備実施数

96.0% 95.0%以上 99.0% 達成 95.0%以上

92.3% 91.0%以上 95.4% 達成 92.0%以上

13園 14園 15園 達成 17園

延べ71園 延べ106園 延べ117園 達成 延べ138園

私立幼稚園子育て支援事業
実施率

私立専修学校就職率

H25末
(実績)

H26 H27
目標目標 成果 達成状況

95.4% 93.8%以上 95.0% 達成 95.4%以上

私立高校進路希望達成率

授業料滞納率

91.7% 92.0%以上 93.1% 達成 92.0%以上

0.27% 0.24%以下 0.23% 達成 0.24%以下

成果目標の達成状況

項目

私立高校全日制定員充足率


